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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文は、一～二章が「人口問題と社会政策」の関係を追究する思想的、学説的な検討である。そ
して、三章がそれらの章と残りの四～五章をつなぐ結節環としての位置を占めており、とりわけ 1920
年代の人口問題をめぐるさまざまなレベルの論議や調査会等の活動を追っている。四～五章は、そう
した動きのなかから具体的な実践として登場してくる社会政策立法の成立過程の実証となっている 
 第一章は、20 世紀前半期におけるスウェーデンと日本の比較を通じて出生問題に迫る。出生率の
低下をめぐって欧州では世紀の交あたりから問題になりかけていたし、その後スウェーデンではミュ
ルダールの活躍等を通じて、家族政策を実現しようという気運が高まっていった。一方、戦前の日本
はというと過剰人口問題に直面しており、見方によれば欧州とは正反対の状況に近かった。しかし、
本論文はそうしたなかで少子化を見通していた高田保馬の学説に注目する。高田の議論は多岐にわた
るが、そのなかでも＜共同社会＞と＜利益社会＞との対比を通して、日本の人口の将来を説く箇所が
ある。当時の日本はまだ＜共同社会＞の比重が高いが、いずれ＜利益社会＞化していくなかで次第に
人口構成も変化していく。いいかえれば、現在過剰ということで騒がれているが、いずれ出生率の低
下を通じて解消していくものであるといった主張を高田は行った。しかし、当時の日本においてそう
した見解が受け入れられることはなかった。 
 第二章では、日本の少子化論をさらに遡って追う。とくに、本論文では高田の師である米田庄太郎
や社会事業家の海野幸徳の所説に注目する。とりわけ、米田は早くも 1910 年代から少子化を見通す
議論を展開していた。米田によれば、日本の文明が進むにつれて出生率の低下傾向は必ず起こるので
あるが、そうしたときに人種的改善が重要になると説いた。丁度そうした時期に海野は欧州で浸透し
かけていた優生学に関心を示し、それを日本という土俵で考えるとどうなるかといった問題提起を行
っていた。このように、米田も海野も人口問題においては量的な側面だけでなく、質的な側面を視野
に入れた所説を提示した。とりわけ海野はそのなかから優境といった、生まれてからの社会環境のあ
り方の重要性を説いていった。いずれにしても、人口の量的な問題以上に、こうした人口の質的な問
題への着目は、わが国の場合優生学絡みで結構早い時期から言及されていたことを銘記すべきだと、
本論文では注意を喚起している。 
 第三章は、1920 年代を中心に、そうした人口問題の論議が社会政策の形成に対してどのような影
響を与えていったのかを、すでに取り上げた論者以外の所説も検討するなかで追及を深めていく。学
問的系譜としては当時社会学を専攻していたグループに注目する。いくつかある指標のなかで、1913
年発足の日本社会学院はその代表例であった。本論文では、その活動を起点にして 1920 年代あたり
までの動向を追う。そして、人口問題をはじめ、児童・少年問題、保健医療問題といったような領域
で社会政策に密接に関連する主張が多々なされており、それらは当時支配的であった社会政策学会が
大きな関心を示していた労働問題や労使問題とは異なった次元であった点において、独自性を有して
いたことを明らかにする。それは、「社会学的ないし生物学的人口論」として括ることができる性格
の議論であった。一方、そうした論議が高まるなかで、政府に人口食糧問題調査会が設置されたのは
1927 年のことである。ここに政府レベルの人口問題に対する本格的な取り組みが開始されることに
なるが、それはその後の流れに大きな影響を与える転機となった。 
 第四章は、1910 年代から 1920 年代にかけて展開された人口の質に関わる論議が、とりわけ児童・
少年に関する社会政策の形成に密接に結びついていくことに注目する。とくに、1920 年代になると、
関係者の間で児童の権利をめぐってあるべき姿が提示され、それは次第に政府関係者によっても感知
されていった。本論文では、そうした方向にそぐわない児童虐待の事実がしばしば摘発されるなかで、
児童虐待の防止をいかに図っていくべきかという論議に注目し、法律制定までの経過を丹念に辿って
いく。1930 年代に入ると、家族形成それ自体にまだ困難が伴うなかで、児童の健全育成は家庭だけ
にまかせておけない重要課題だという自覚が関係者の間で一層高まりつつあった。家庭責任を超えて、
社会の責任ということを法制定によって真正面から据えなければならなくなったことは、日本の社会
政策史において画期となったのである。 
 第五章は、もうひとつの関連立法である少年教護法を取り上げている。もともとこの分野は感化事
業の一環として開始されたものであるが、後に犯罪を扱う少年法が制定されたため、少年教護法は不
良・非行を対象とするものとして分化したのである。本論文では、そうした感化事業としての出発点
からの過程を追うことによって、戦前の感化事業の到達点としての少年教護法の位置づけと史的意義
を解明しようとするものである。先の児童虐待防止法と同じように、少年対策も人口の質という点に
おいて重要性を増しており、当時少年が健全な成長をいかに遂げていくべきかが問われつつあった。
このように、児童・少年対象の社会政策が 1930 年代に相次いで制定されたことへの着目は社会政策
研究史においてほとんど言及されることのなかった領域であるだけに、社会政策史的にみても非常に
価値がある。 
 
 
 
 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
近年、日本においては少子化をめぐる議論が盛んになされている。それは合計特殊出生率が極めて
低水準で推移していることを反映している。時期的にみれば、1990 年の「1.57」ショックが大きな
転機となり、それ以後政策的な取り組みが開始されているといってよい。その意味で、現在の社会政
策の領域では極めてホットなテーマであり、さまざまな角度から多くの言及がなされている。しかし
ながら、日本の少子化を見通した議論は戦前という相当早い時期から展開されていたにもかかわらず、
それは今日に至るまでほとんど取り上げられてこなかった。おそらく、その最大の理由として過剰人
口問題が支配的な時代に少子化論は問題になりえず、当時から等閑に付されてきたところがある。 
本論文では、そうした戦前日本における少子化論の発掘から始まって、当時の人口問題、人口対策
の占める比重やそれらをめぐる主張、学説にまで射程が広げられていく。そのなかからみえてきたも
のは、当時の欧州で浸透しつつあった優生学の影響が日本にまで及んでおり、それが人口の量だけで
なく、質的な問題にまで立ち入って検討が加えられる風潮をつくりだしていったことである。そうし
たなかから、次第に児童・少年の健全育成の重要性への関心が高まり、実際にも社会政策として実を
結んでいく有様を本論文は見事に照射している。優生学と社会政策の関係をめぐる領域は、もっぱら
欧州が中心に取り上げられることが多かったので、本論文のように日本的な受容の過程を描き出すこ
とは今後の国際比較にも大きな貢献となるだろう。分析のユニークさと、その視点の一貫性というこ
とにおいて、本論文は特筆すべき成果をあげているといってよい。また、本論文はこれまでの日本社
会政策史研究上の欠落点を埋めようとするものであり、日本社会政策史の全体像を再構成するうえで
資するところは極めて多大である。 
なお、平成 20 年 12 月 9 日に公聴会が開催され、申請者の報告に基づいて審査委員の質問、研究
科教員の質問等と続いた。それぞれの質問に対する申請者の受け答えは極めて的確なものであった。 
以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に十分値する優れた業績であ
ると判断する。 
 
  
